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要 旨 

 

移動が極めて困難な重度肢体障がい者に対して、大阪市立心身障がい者リハビリテーションセンター（以下、

当センター）は開設当初からチームを組んで訪問診断を実施している。訪問診断となる場合としては主に 2 つ

あり、1 つは肢体不自由に関する身体障がい者手帳診断で、もう 1 つは補装具の適合判定である。特に様々な補

装具の適合判定の中でも、訪問診断でなければ実施することが出来ないものとして、重度障がい者用意思伝達装

置の適合判定が挙げられる。 

今回、当センターで行った最近 5 年間（令和元年度から令和 5 年度）の重度障がい者用意思伝達装置の適合

判定の結果について調査を行ったので報告するとともに、最近、補装具のフォローアップの重要性についての報

告等がよく行われていることを考慮し、今回、調査を行った訪問診断による重度障がい者用意思伝達装置の適合

判定に関連して、これまでのフォローアップの状況についても調査し、今後の課題等を考察したので報告する。 

 

1 はじめに 

当センターは昭和 59 年に開設され、令和 6 年で

開設 40 周年を迎えることとなったが、開設当初か

ら移動が極めて困難な重度の肢体障がい者に対し

ては訪問診断を実施している。 

訪問診断が必要な場合としては、主に 2 つ挙げる

ことが出来ると考えるが、1 つは身体障がい者手帳

診断であり、もう 1 つは補装具の適合判定である。 

先ず、訪問診断が必要となる身体障がい者手帳診

断について簡単に述べると、対象症例は、脳血管疾

患（脳梗塞、脳出血等）の後遺症による寝たきりの

状態が大多数で、日常生活動作では全介助を要し四

肢関節の著明な可動域制限や筋力低下等による肢

体不自由の障がいがあり、身体障がい者手帳診断を

行うためには、訪問診断が必要となる場合がほとん

どである。 

また、補装具の適合判定の中で、重度障がい者用

意思伝達装置の適合判定は、対象症例は移動が極め

て困難な状態であり、訪問診断が必須となっている。 

 平成 18 年（2006 年）10 月より「重度障がい者

用意思伝達装置」が、それまでの日常生活用具とし

ての対応から補装具としての対応に移行された。1)  

このため、重度障がい者用意思伝達装置は身体障

がい者更生相談所の判定が必要となったが、当セン

ターにおいても当初から重度障がい者用意思伝達

装置の適合判定の対応を開始しており、令和 6 年で

18 年が経過している。 

また、補装具のフォローアップの必要性について

は、以前より認識しているところではあったが、実

際のところ、いろいろな理由によりフォローアップ

が十分に行えていない状態であったと考える。 

そこで、今回、当センターが実施している訪問診

断の対象症例の中で、最近 5 年間（令和元年度から

令和 5 年度）の重度障がい者用意思伝達装置の適合

判定のための訪問診断について調査を行ったので

報告するとともに最近、補装具のフォローアップの

重要性が指摘され、調査・報告等がよくなされてい

る 2)～5)ことからこれに関連し、今回、調査を実施

した訪問診断による重度障がい者用意思伝達装置

の適合判定について、当市でのこれまでのフォロー

アップの状況を調査し、今後の課題等を考察したの

で報告する。 

 

2 方法 

今回、重度障がい者用意思伝達装置の適合判定の

ための訪問診断について調査、報告する機会があり、

資料の揃った最近 5 年間、すなわち令和元年度から

令和 5 年度までの 5 年間で、当センターが行った重



度障がい者用意思伝達装置の適合判定のための訪

問診断について、当センターの「判定記録」をもと

にデータを収集し、下記（1）～（6）の項目につい

て調査した。 

（1）訪問診断数  （2）年齢 

（3）性別     （4）原因疾患 

（5）重度障がい者用意思伝達装置使用開始までの

経過時間（以下、使用開始までの時間） 

発症から今回の重度障がい者用意思伝達装

置の適合判定に至るまでの時間。発症時期につ

いては重度障がい者用意思伝達装置使用の必

要性等が記載された主治医による「診療情報提

供書」等により確認出来た症例について計算し

算出した。 

（6）使用した重度障がい者用意思伝達装置の様式 

入力方法、付加機能（付属品の有無とその名 

称） 

 

ここで、参考のために「重度障がい者用意思伝達

装置」と「重度障がい者用意思伝達装置の適合判定

に至るまでの流れ」について簡単に説明する。 

 

・「重度障がい者用意思伝達装置」について 

当市においても、重度障がい者用意思伝達装置と

他の補装具との間の大きな相違点としては、重度障

がい者用意思伝達装置は治療用装具として用いら

れる期間がないことが挙げられる。 

重度障がい者用意思伝達装置以外のほとんどの

補装具は、疾病発症後の治療期間内で生じた障がい

に対して、一定期間が経過した時点で、医療保険の

下、必要に応じて治療用装具が作製され使用が開始

されている。これに対して、重度障がい者用意思伝

達装置の使用は、試用期間はあるものの原因疾患の

治療と並行し、その時の意思疎通の困難な状態に応

じて、意思伝達のための適切な装置が必要となる。 

また、難病患者等に対しては、障害者総合支援法

に基づく補装具として、身体障がい者手帳の有無に

かかわらず、必要と認められた場合は補装具費の支

給を行う必要がある。6) 

「重度障がい者用意思伝達装置」は、その伝達装

置の入力方式により、次の（1）（2）の 2 つ方式が

ある。7) 

（1）文字等走査入力方式：基本構造として意思伝

達機能を有するソフトウェアが組み込まれた専用

機器であり、文字盤又はシンボル等の選択による意

思表示等の機能を有する簡易なもの。 

装置としては、現在、下記の 8 種類がある。 

①接点式入力装置 

 押しボタンスイッチのように、荷重をかけて機械

的な接点を閉じる操作をする入力装置。 

②帯電式入力装置 

 身体の静電気に反応する入力装置。荷重をかける

必要がないため、操作部位に力がなくても操作が可

能。 

③筋電式入力装置 

 腕や肩、顎等の大きな筋肉が収縮する際に発生す

る筋電（EMG）の強弱を、皮膚表面に張り付けた

電極で検知する入力装置。 

④光電式入力装置 

 対象物に光を当てて、その反射の強さを検知する

入力装置。（スイッチに触れなくともその距離まで

近づけば反応するため、額や瞼等の接触が煩わしい

操作部位でも使用が可能。） 

⑤呼気（吸気）式入力装置 

 チューブやストローを用いて呼気圧（吸気圧）を

検知する入力装置。（主に高位の頚髄損傷者がよく

使用。） 

⑥圧電素子式入力装置 

 体の動きによりピエゾ素子と呼ばれる薄板がた

わみ、それにより発生した電圧を検知する入力装置。

（手、足、顔など様々な部位での使用が可能。） 

⑦空気圧式入力装置 

 エアバックを身体の様々な部位（手、足、頭など） 

で押すことにより、その空気圧の変化を検知するこ

とによる入力装置。 

⑧視線検出式入力装置 

 視線の動きをセンサー（カメラ）で捉え、信号処

理して出力を得ることによる入力装置。 

（ 2）生体現象方式：基本構造が生体信号の検出装

置及び解析装置で、生体現象方式とは、生体現象（脳

波や脳の血液量等）を利用して「はい・いいえ」を

判定するものであること。 

今回の調査で使用された付加機能（付属品とその

名称）は以下の①～④である。 

①呼び鈴 

重度障がい者用意思伝達装置の使用下で、声掛け

や鈴などを振って人を呼ぶことが困難な場合に、ス

イッチ操作にて人を呼ぶことができる家庭用の呼

び鈴。 

②呼び鈴分岐装置 

重度障がい者用意思伝達装置本体を操作する入

力装置を用いる際、本体ではなく呼び鈴を操作でき

るようにするための切替装置。 

③遠隔制御装置 



 意思伝達装置の使用が必要な障がい者で、独居等

日中の常時対応者（家族、介護者等）が不在の際に、

家電等の機器操作が必要な場合の装置。（例）テレ

ビのリモコン等 

④オペレートナビ 

通常の入力機器（パソコンのマウスやキーボー

ド）では操作が難しい場合、OS やアプリケーショ

ンを操作するための特別なソフトウェア（特別な入

力機器）。 

 入力装置や付加機能は、それぞれ重度障がい者

用意思伝達装置を必要とする障がい者のその時の

状況に応じて決定され、申請がなされた後、適合

判定が実施されることとなる。 

（参考）重度障がい者用意思伝達装置の本体、入力

装置（接点式入力装置）および付加機能（付属品と

して呼び鈴、呼び鈴分岐装置）を組み立てた状態と

入力信号の流れを示すと図 18)のようになる。 

 

 

①入力装置（この図では接点式入力装置） 

②本体 

③呼び鈴分岐装置 

④呼び鈴 

 

矢印 

入力装置を短く押した場合の信号の伝わる経路 

（本体が作動） 

矢印 

入力装置を長く押した場合の信号の伝わる経路 

（呼び鈴が作動） 

図 1 8) 重度障がい者用意思伝達装置：本体＋入力

装置（接点式入力装置）＋付加機能（付属装

置：呼び鈴分岐装置、呼び鈴）および入力信

号の流れ 

 

 

 

・「重度障がい者用意思伝達装置の適合判定に至る

までの流れ」について 

下記（1）～（3）および図2のようになっている。 

（指針 9）では、書類判定が可能とされているが、当

市においては、重度障がい者用意思伝達装置につい

ての最終的な適合判定は直接判定を行っている。） 

（1）本人（使用者）、家族、付き添い者等の申請

者により重度障がい者用意思伝達装置が必要で

あることの相談を当該区役所の担当部署が受け

る。 

（2）その後、重度障がい者の担当医師等からの重

度障がい者用意思伝達装置の使用が必要である

ことが記載された書類を含めた申請書類一式が

当該区役所に提出される。 

（3）当該区役所と当センターの間で判定の事前調

整を行い、訪問診断により重度障がい者用意思

伝達装置の使用適否の判定を実施する。 

 

①本人（使用者）、家族、付き添い者等    

 

 

（ 1）（ 2）（ 5）（ 7）  （ 3）（ 4）  

（ 9）                    （ 8） 

②当該区役所の担当部署 

 

（ 6）          ③重度障がい者 

               の担当医師等 

④当センター 

⑤補装具業者        

（ 1）意思伝達装置申請の相談  

 

（ 2）在宅訪問等による調査  

 

（ 3）必要な申請書類一式の作成依頼 

 

（ 4）必要な申請書類一式の作成 

 

（ 5）必要な申請書類一式の提出 

 

（ 6）適合判定の事前調整、適合判定日の決定 

 

（ 7）適合判定日の通知 

 

（ 8）機器の調整、本人(使用者)宅への訪問日調整 

 

（ 9）適合判定（訪問診断） 

図 2 意思伝達装置の申請と適合判定までの流れ 



最後に、最近、補装具のフォローアップの重要性

について、様々な調査、報告、提言等がなされてい

るが、今回実施した重度障がい者用意思伝達装置の

適合判定の調査に関連して、そのフォローアップの

現状と今後の課題等について考察した。 

 

3 結果 

令和元年度から令和 5 年度までの 5 年間で、年度

毎に実施した重度障がい者用意思伝達装置の適合

判定調査結果については、表 1 および表 2（5 年間

のまとめ）の通りである。 

また、今回の調査で使用開始までの時間が原因疾

患によって大きく異なることが分かった。そこで、

今回調査した項目を原因疾患別にまとめたものを

表 3 に示す。また、最近 5 年間における原因疾患別

での訪問診断数は図 3 の通りであり、原因疾患別の

年齢分布は図 4～6 の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 訪問診断による重度障がい者用意思伝達装置

の適合判定：最近 5年間のまとめ 

（最近 5年間：令和元年度から令和 5年度まで） 

 

（1）訪問診断数 ：59 件 

（2）年齢    ：19 歳から 77 歳   

平均年齢：57.2 歳 

（3）性別    ：男性 37 例、女性 22 例 

（4）原因疾患  ： 

①筋萎縮性側索硬化症：43 例 

②筋ジストロフィ  ： 9 例 

③その他      ： 7 例 

（5）使用開始までの時間（45 例分）： 

0.1 年から 55 年（平均 9.5 年） 

（6）使用した重度障がい者用意思伝達装置の様 

式： 

①文字等走査入力方式：58 例 
このうち付加機能（簡易な環境制御機能、 

高度な環境制御機能、通信機能等）の有無 
有：48 例    無：10 例 

   ②生体現象方式：1 例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 訪問診断による重度障がい者用意思伝達装置の適合判定 

男性

女性

筋委縮性側索

硬化症

筋ジストロフィ

その他

文字等走査

入力方式

有 無 有 無 有 無 有 無 有 無

2例 2例 9例 1例 12例 6例 12例 0例 13例 1例

生体現象方式

14例

0例

12例

0例

51.4歳

9例

5例

9例

2例

3例

1.3年から22年

6.9年

1.0年から48年

8.4年

18例

1例

53.1歳

6例

6例

8例

2例

2例

0.1年から22年

6.0年

26歳から76歳 19歳から74歳

59.4歳

10例

0例

62.0歳

12例

7例

15例

2例

2例

1年から55年

12.6年

2例

8例

2例

令和４年度 令和５年度

10件 19件 12件 14件

性別

原因疾患

8例

令和２年度 令和３年度

40歳から72歳 31歳から77歳

0例

3例

1例

0例

1.3年と40年

20.7年

使用した

重度障が

い者用意

思伝達装

置の様式

令和元年度

4件

41歳から76歳

62.3歳

2例

2例

4例

0例

うち、付加機能（簡

易な環境制御機能、

高度な環境制御機

能、通信機能等）

年度

訪問診断数

年齢

平均

使用開始までの時間

平均



表 3 訪問診断による重度障がい者用意思伝達装置

の適合判定（原因疾患別、最近 5 年間のまとめ） 

            訪問診断数（件）  

筋萎縮性側索硬化症    43 

筋ジストロフィ       9 

その他          7 

          年齢（平均年齢）（歳） 

筋萎縮性側索硬化症   19～77（59.9） 

筋ジストロフィ     26～65（40.2） 

その他         57～70（62.7） 

           性別（男性：女性） 

筋萎縮性側索硬化症    23：20 

筋ジストロフィ       9： 0 

その他           5： 2 

使用開始までの時間（平均：年） 

筋萎縮性側索硬化症 0.1 年～22 年   （4.0） 

筋ジストロフィ    18 年～55 年  （36.3） 

その他       2.2 年～21.7 年  （8.1） 

重度障がい者用意思伝達装置の様式（件） 
①文字等走査    ②生体現象式 
入力方式 

（このうち付加機能有） 

筋萎縮性側索硬化症  42（32）   1 

筋ジストロフィ     9 （8）   0 

その他         7 （1）   0 
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 筋ジストロフィ
 筋委縮性側索硬化症

 ①令和元年度（全 4 件） 

 ②令和 2 年度（全 10 件） 

 ③令和 3 年度（全 19 件） 

 ④令和 4 年度（全 12 件） 

 ⑤令和 5 年度（全 14 件） 

 

図 3 最近 5年間の重度障がい者用意思伝達装置適

合判定の原因疾患別訪問診断件数 
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図 4 最近 5年間の重度障がい者用意思伝達 

装置適合判定  

原因疾患が筋萎縮性側索硬化症の場合の 

年齢分布（全 43例） 
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図 5 最近 5年間の重度障がい者用意思伝達 

装置適合判定  

原因疾患が筋ジストロフィの場合の年齢 

分布（全 9例） 

 

 

 

 

 

 

 

（令和 年度） 

 

（令和 年度） 

 



（年齢） 

0

20

40

60

80

100

1 2 3 4 5

 

 

図 6 最近 5年間の重度障がい者用意思伝達 

装置適合判定  

原因疾患がその他の疾患の場合の年齢 

分布（全 7例） 

 

次に、補装具のフォローアップの重要性は既に知

られている 2)～5) ところではあるが、その仕組みが

十分に確立しているとは言えない状況であると言

える。今回、調査を行った重度障がい者用意思伝達

装置のフォローアップについて、他の補装具と同様

に適切かつ継続的に使用されているかどうか等に

ついて、当市の流れ（図 7：前述の図 2 から一部抜

粋し改編）の中から課題を抽出し、表 4 に示した。 

 

 

本人（使用者）、家族、付き添い者等  

 

 ① 

 

当該区役所の担当部署    ③ 

 

          ② 

 

当センター  

①訪問による事前調査、情報収集等 

②適合判定の事前調整と決定作業に伴う情報 

の共有等 

③訪問による適合直接判定 

図 7 重度障がい者用意思伝達装置の適合判定時の

フォローアップのための情報収集 

（図 7：図 2「意思伝達装置の申請と適合判定ま

での流れ」から一部抜粋し改編） 

 

 

 

表 4 重度障がい者用意思伝達装置の適合判定時以

降のフォローアップに関する課題 

 

（ 1）重度障がい者用意思伝達装置の使用開始時の 

確認： 

現在、適合判定（訪問診断）により「適合」と

判定する際には、実際に使用する装置を用いて確

実な操作が出来ることの確認を行っている。 

 

（2）重度障がい者用意思伝達装置の使用開始後の 

  確認： 

・身体状況の変化についての確認 

適合判定実施及び装置の使用開始後に身体 

状況の経年変化等により、適合と判定した装置

が十分に使用することが出来ているかどうか

の確認が必要であるが、十分に実施出来ていな

い。 

（「バージョンアップ修理」という手続きでは

身体状況の経年変化により、使用開始時に適 

合と判定した装置が十分に使用することが出 

来なくなった場合、使用している装置（主と 

して入力装置）の変更が可能である。この場 

合には、当センターで対応する必要があるた 

め、使用者の身体状態を把握することは出来 

る。） 

・装置の故障等の確認 

故障により装置が使用出来なくなった場合 

は、当市においては当該区役所の担当部署と本 

人（使用者）、家族、付き添い者等との間で情 

報の共有がなされ、故障に対して適宜対応して 

いるが、関連担当部署全体には、詳細について 

十分に把握されていない状況。 

 ・その他（使用者の周辺状況等）の確認 

使用者の身体状況に特別の変化がなく、装 

置についても故障等がない場合であっても、使 

用者の周辺状況（家族、付き添い者、居住環境 

等）に変化がある場合には、装置を使用するこ 

とが出来ない場合があると考えると、これにつ 

いても十分に確認が出来ていない。 

 

 

 

4 考察 

今回の調査結果で、当センターが最近 5 年間で実

施した重度障がい者用意思伝達装置の適合判定で

は、対象となった全 59 症例の原因疾患としては、

筋萎縮性側索硬化症が 43 例と大多数を占めており、

（令和 年度） 

 



これに続いて筋ジストロフィが 9 例であった。（「結

果」には詳細な記載は行わなかったが、原因疾患の

その他 7 例のうち、3 例が多系統萎縮症、2 例が脳

血管障がい後遺症（脳出血後遺症 1 例、脳梗塞後遺

症 1 例）、1 例が進行性核上性麻痺、1 例が脳性麻痺

様症状であった。） 

筋萎縮性側索硬化症、筋ジストロフィ（およびそ

の他の中の多系統萎縮症、進行性核上性麻痺）はそ

れぞれ「難病」と規定されている。 

「難病」とは、 

 ①発病の機構（原因）が今のところ不明 

 ②治療方法が確立していない希少な疾病 

 ③当該疾病に罹患することにより、長期にわたり 

  療養を必要とする 

と、定義されており 10)、意思伝達の能力は残存す

るが、意思伝達のために必要な身体機能に重度の障

がいが生じたため、意思伝達装置が必要となった訳

であるから、重度障がい者用意思伝達装置は、上記

①～③で定義される難病患者に適用となる場合が

ほとんどであることは当然のことと考えられる。 

今回の調査で、原因疾患別での重度障がい者用意

思伝達装置の使用開始に関しては、難病の中でも 

筋萎縮性側索硬化症の患者が希望する場合が多く

調査症例全体の 72.9%であることが分かった。 

筋萎縮性側索硬化症の患者は発症から使用開始

となるまでの期間は平均 4.0 年、使用開始年齢は平

均 59.9 歳であった。 

筋萎縮性側索硬化症の患者に次いで多い筋ジス

トロフィ患者は調査症例全体の 15.3%で、発症から

使用開始となるまでの期間が平均 36.3 年、使用開

始年齢は平均 40.2 歳であった。 

以上より、難病の原因疾患によって意思伝達能力

に関する障がいについては、実際にその特徴（使用

開始となるまでの期間や使用開始年齢）をある程度

理解することが出来たが、個々の障がい者の抱える

多様な障がいに対しての一層の理解が必要である

と考える。 

 

また、使用した重度障がい者用意思伝達装置の入

力方式としては、 

①文字等走査入力方式：58 例 

②生体現象方式：1 例 

と、圧倒的に文字等走査入力方式が選択されており、

8 種類の入力装置のうち、適合判定時の意思疎通の

困難さの程度の状態に応じて、適宜選択され使用が

開始されている。 

 文字等走査入力方式の 58 例についてもう少し細

かく調べてみたところ、入力装置で多かったものと

しては、「接点式入力装置」の症例数が 36 例であっ

た。 

接点式入力装置は「一般的に進行性の神経筋疾患

ではその初期段階に用いられます。最も多く使われ

ている種類の入力装置です。」と記載 11)されており、

今回の調査でもこの通りの結果であった。 

使用された入力装置で、次に多かったものとして

は、「視線検出式入力装置」の 11 例であった。 

この入力装置が選択された症例は、先ほど述べた

接点式入力装置が「進行性の神経筋疾患の初期段階

に用いられる」のに対して、比較的病状が進行した

症例に用いられる傾向が強かった。 

このことより、当市における重度障がい者用意思

伝達装置の使用開始に際しては、進行性の神経筋疾

患の初期段階で使用する場合の入力装置は接点式

入力装置、病状が進行し接点式入力装置が使用困難

となった場合は視線検出式入力装置が選択される

ことが多いことが分かったが、障がい者の病状、生

活環境等により適切な入力装置の選択が必要であ

るのかもしれない。 

「難病」の原因が明らかとなり、「難病」も含め

たあらゆる疾患の治療法が確立され、症状の改善～

治癒が得られることとなる時が訪れることを期待

するが、現在のところ、重度障がい者用意思伝達装

置を含めて、補装具は今後もなくてはならないもの

である。 

また、重度障がい者用意思伝達装置については、

今後も装置そのものの進歩、改良等が進むことは十

分に考えられ、対応するには今まで以上に重度障が

い者用意思伝達装置に関する知識の習得が必要に

なると考えられる。 

以上より、当市における重度障がい者用意思伝達

装置の適合判定に際してのフォローアップについ

ては、下記（1）、（2）のように考える。 

（ 1）重度障がい者用意思伝達装置の使用開始時の 

確認： 

現在、重度障がい者用意思伝達装置使用開始時

には、訪問診断により適合判定を実施しているこ

とより、状況把握については十分に行えていると

考え、今後も続けていく。 

（2）重度障がい者用意思伝達装置の使用開始後の 

  確認： 

・身体状況の変化についての確認 

重度障がい者用意思伝達装置の使用開始後 



に身体状況の経年変化等により、適合と判定し

た装置が十分に使用出来ているかどうかの確

認が必要であるが、実施出来ていないためこの

点に関して、改善は必要と考える。 

（前述の通り「バージョンアップ修理」の場合 

は、当センターにおいて対応するため、使用

者の身体状況等を把握することは出来る。） 

・装置の故障等の確認 

  装置の故障により使用が出来なくなった場 

合は、当市においては当該区役所の担当部署と 

本人（使用者）、家族、付き添い者等の間で情 

報の共有がなされていて、装置の故障に対して 

は適宜対応している 12)が、当該区役所以外の 

当センターを含めた関連担当部署全体として 

は、詳細について十分に把握出来ていない状 

況であり改善が必要と考える。 

また、補装具は重度障がい者用意思伝達装置

を含め、それぞれに「耐用年数」すなわち「通

常の使用の状況において当該補装具が修理不

能となるまでの予測年数を示したもので、耐用

年数以内の破損及び故障に際しては、原則とし

て修理又は調整を行うこととなっている。」が

設定されており、重度障がい者用意思伝達装置

の耐用年数は 5 年 13)となっている。 

重度障がい者用意思伝達装置が補装具とし

ての対応に移行された平成 18年 10月より当セ

ンターにおいても重度障がい者用意思伝達装

置の適合判定を開始し、令和 6 年で 18 年が経

過している。今回の調査期間内では、耐用年数

を超える重度障がい者用意思伝達装置の使用

となる症例はないが、耐用年数 5 年を超える平

成 30 年度以前に実施した適合判定症例で、重

度障がい者用意思伝達装置の更新申請がなさ

れた症例数については、今回、簡単に調査した

ところでは皆無であった。 

   耐用年数を超え更新が必要となった重度障

がい者用意思伝達装置が全くなかったとは考

えにくく、この点についてもフォローアップが

必要と考える。 

・その他（使用者の周辺状況等）の確認 

使用者の身体状況に著明な経年変化等がな

く、装置についても故障等がない場合であって

も、使用者の周辺状況（家族、付き添い者、居

住環境等）に変化がある場合には、装置を使用

することが出来ない場合があると考えられるが、

これについても十分に確認が出来ていない状況

である。 

今回の調査を通して、補装具のフォローアップと

今後の課題については、結果でも述べた通り 

①身体状況、周辺環境の変化についての確認 

②装置の故障等の確認 

③装置の使用状況の確認 等が、挙げられる。 

上記①～③について、情報を収集・共有すること 

により、より有益で効果的な重度障がい者用意思伝

達装置の使用が図れると考えるが、いずれに対して

も不十分な状態と考えられ、フォローアップのため

の制度作り、体制作りが早急に必要であると考える。 

 

5 おわりに 

重度障がい者用意思伝達装置は、ごく少数の疾患

を除いて、ほとんど「難病」、つまり現在のところ

原因不明で、治療方法が確立していない希少な疾患

であり、長期にわたり療養を必要とする患者の方々

に使用されているコミュニケーション支援ツール

である。 

病状、身体機能の変化に伴う重度障がい者用意思

伝達装置の使用に対して、適切なフォローアップ体

制の確立は必要であり、関係機関・部署間での情報

共有等の連携が重要と考える。 
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